（様式第１号）
一般競争入札参加資格確認申請書（建設関連業務委託）

　　年　　月　　日

　（あて名）　様

入札参加希望者　所在地
　　　　　　　     商号又は名称
　　　　　　     職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　     資格者コード
　　　　　　     　（担当者名　　　　　　　　　電話　　　　　　　）

　　　年　　月　　日付けで公告のあった建設関連業務委託の競争入札に参加したいので、一般競争入札参加資格の確認について申請します。
[bookmark: _Hlk68683079]　なお、本件入札に参加する資格を有することを確認しており、この申請書のすべての記載事項は、事実と相違ありません。
記
１　参加を希望する委託業務の名称
	


２　１に掲げる委託業務に係る建設関連業務委託契約競争入札参加資格（業種、区分）
　　　　該当する項目を〇で囲んでください。
	　〔　業　種　〕　　測　量　・　建築関係　・　土木関係　・　地質調査　・　補償関係　
　〔　区　分　〕　　　甲　・　乙　・　丙


３　入札参加要件に示した登録等の状況
１に掲げる業務委託に関し、法律上必要とされる登録及び国土交通省の登録規程について記入してください。
	登録の根拠法令等
	登録部門
	登録年月日

	
	
	年　　月　　日

	
	
	年　　月　　日

	
	
	年　　月　　日


４　入札参加要件に示した有資格者等　
入札公告に記載された入札参加条件に該当する番号を○印で囲んでください。有資格者は雇用期間を特に限定することなく常時雇用している人数を記入してください。
　(1) 測量を伴う土木設計関連　　測量士　　　名
　(2) 建築設計関連　　　　　　　一級建築士　　　名、二級建築士　　　名
　(3) 土地区画整理事業関連　　　市内常駐可能な測量士　　　名　及び土地区画整理士　　　名
　(4) 下水道関連　　　　　　選択科目を下水道とする上下水道部門の技術士　　　名、ＲＣＣＭ　　　名
　(5) 地質調査関連　　　　　県内の本店・営業所等に地質調査技士　　　名またはこれと同等以上の知識
　　　　　　　　　　　　　　及び技術若しくは技能を有する者　　　名（資格の種類　　　　　　　　）
　(6) 補償関連　　　　　                    部門の補償業務管理士　　　名及び      建築士　　名


５　配置を予定する管理技術者（入札公告の参加要件に配置を求めている場合に記入すること。）
	住　　　　　　所
	

	フリガナ
	

	氏名・生年月日
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（　　才）

	法令による資格・免許等
	

	現に従事している業務
	有（　　件）　・　無

	業
務
の
概
要

	(1)
	委託業務の名称
	

	
	
	履　行　期　間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	
	受　注　金　額
	

	
	
	発　　注　　者
	

	
	
	受　注　形　態
	　　元請 ・ 一次下請 ・ その他

	
	(2)
	委託業務の名称
	

	
	
	履　行　期　間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	
	受　注　金　額
	

	
	
	発　　注　　者
	

	
	
	受　注　形　態
	　　元請 ・ 一次下請 ・ その他


６　配置を予定する照査技術者（入札公告の参加要件に配置を求めている場合に記入すること。）
	住　　　　　　所
	

	フリガナ
	

	氏名・生年月日
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（　　才）

	法令による資格・免許等
	

	現に従事している業務
	有（　　件）　・　無

	業
務
の
概
要

	(1)
	委託業務の名称
	

	
	
	履　行　期　間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	
	受　注　金　額
	

	
	
	発　　注　　者
	

	
	
	受　注　形　態
	　　元請 ・ 一次下請 ・ その他

	
	(2)
	委託業務の名称
	

	
	
	履　行　期　間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	
	受　注　金　額
	

	
	
	発　　注　　者
	

	
	
	受　注　形　態
	　　元請 ・ 一次下請 ・ その他


備考
１　本申請書は、代表者又は契約権限を委任されている方が記名押印してください。ただし、電子入札の場合は、押印は必要ないものとします。
２　項目５及び６については、現に従事している業務欄は、有又は無のうち該当するものを○で囲んでください。なお、「有」の場合には、その件数を（ ）内に記載してください。受注形態欄は、該当する受注形態を○で囲んでください。現に従事している業務が３件以上あるときは、３件目以降の業務については、この様式に従って別様に作成してください。
３　申請書の記載事項について虚偽の記載をした者に対しては、指名停止を行うことがあります。
